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1.は じ め に
われわれ は,1994年夏に,讐礫;部制会計 につ いての実態 調査を実施 した。 その 日的 は,教
科書 」二で通説的 に述べ られ てい る内容が,ど の程度実践 にお いて反 映 されて いるかを検証す る
ことであ った。 そ うした検証 は,現 実 のなか に今後の研究 の課題 を発見す るこ とにつなが るで
あ ろ う。 したが って,今 回の実態 調査は,一一応 は模索的 な,あ るいは仮説発見的な性格 を もつ
もの とい えるか も しれな い。 しか し,調 査 の結果 と してただちに仮説 を導 き出す ことは意図さ
れて いなか った。 それ を最終 目標 としつつ も,と りあえず通 説 と実践 の問の乖離を認識す るこ
てり
とに重点がおかれ たのであ る。 それ ゆえに,研 究 の観点 か らは,あ くまで も予備的,基 礎的調
ゆ
査 に とどまって い る。 本稿 の課題 は,こ の ような 目的 を もった調査 の集 計結 果を,若 干の分析
と ともに報 告す る ことで ある。
また,本 稿 で取 り上げ る内容は,事 業 部制組織 におけ る業績評 価をめ ぐる問題についてであ
る。 具体的には,ま ず第一 に,事 業 部業績 の測定尺度 を取 り上げ,そ のために適 当 とされ る資
木利益 率,お よび資木利益率 の欠点 を克服す る と考 え られ て いる残 余利益が どの程度 重視され
て いるか,ま た残 余利益 に類似 した 社 内金制度 を 発展 させた 社内資木金fiill度1谷(1987b),
140ペー ジ】 が どの程度重視 され ているかについてみ てい く。
第二 に,事 業部 自体の業績 と事業 部長 の業績 とを評価す るさいに採 用され てい る尺度 を取 り
上げ る。 一般 に事業部 自体 の業績 と事業 部長の業績 とは区 別す べ きであ るとされ てい るので,
それぞれの評価 に利用 され てい る尺度 を明らか に し,さ らに両者 の比較 も若干試み る。 また,
主 として事業部長業績の評価 の観点か ら,会 計 デ ータ以外 で考慮 され てい る尺度 につ いて もみ
てみ ることにす る。
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第三に,事 業部業績 の評価 におけ る本社費 ・共通費 の配賦 の役割 を取 り上 げ る。す なわ ち,
まず,事 業部純 利益 を算 出す るために本社費 ・共通費 を配賦す る程度 を確認す る。 そ してその
うえで,事 業部業績 の評価iのため にそれ を配 賦す る理rl1と配賦 しない理 由を明 らか にす るこ と
にす る。
注 ω 木調査 は,学 生 の学 習の手段 として通説 を検証す る とい う側面 も兼 ね備えた ものであった。そ う
した作業 は,本 来的に,研 究 レベ ルでの仮説発 見的 な,あ るいは仮説 検証 的な実態調査 とは,性 格
が異な っている。 したが って本 調査は,模 索的 な,仮 説発 見的な方向を志向 しつつ も,通 説 と実践
の間の ギャップを明 らかにす ることが と りあえず の 目標 とされたのである。
② とはいえ,木 調査では,過 去 の実態 調査 におけ る調査項 目と類似 した内容 も調査 してい るので,
調査結果の比較をす ることは可能であ る。
2.調 査の方法と回収状況
本調査 は,調 査方 法 と して郵送質問票 を使 用 した。 その方法 と回収状 況 は以下の通 りであ る。
まず,対 象企業を 選 択す るため に,ダ イ ヤモ ン ド社 『会社職員録』1994年・全上場 会社版
(上・ri・T・下巻)が 利用 され た。 同職員録には,1993年9月 末現在 で全 国8証 券市場 に.L場さ
れて いる2,138祉が集録 されてい る。 そ こで,全2,138社か ら,製 造 業の うち 「水産 ・農…林」
「鉱業」「建 設」 お よび非製造業 に属す る企業 が除かれた。 そ して,残 った1,246社の うちか ら
無作:為に三 分の一が除外 された。 具体的に は,1,246社にた い し℃ 『会社職 員録 』の業種別
リス トの順番 で1か ら1,246までの通 し番号 をつけ,3の 倍数 にあた る ものが 削除 された。 こ
の結果,831社が調査対 象企 業 と して 袖川され た,,
この831社にたい して,1994年7刀19日(火)に,明 治大学社会科学 研究所 を通 じて調査
用紙 が発送 され た。 発送 にあた って は,8月201=1を返送期 限 とす る7月'18日付 けの 依頼状,
切手貼 付の返信用封筒 が 同封 され た。 ただ し,転 居 先への転送期限 が過 ぎて いたために,返 送
されて きた ものが1通 あ った。 したが って,実 際 に対象企 業の手元 に届 い た調査川紙 は830通
であ った。
最 後に調 査用紙 が返 送 され て きたのは9刀19日(刀)で あ り,そ の総 数は ちL]:うど250通
であ った。 回収率は30.1%に達 し,こ の種の 調査 と しては高い回収率 とな った。 回答 会社の
業種,お よび業種別 回収 率は表1に 示す通 りであ る。 送付 数が少な い業種 に回収率 のば らつ き
がみ られ るが,回 答会社が おおむね 母集団を代表 してい る とみ ることがで きるであろ う。
本稿 にお いて報告 す る事業部制会 計は,回 答会社250社の うち で斑葉 部制組 織 を採用 してい
る174社につ いての ものであ る。 しか しその174祉も,採 用擢度 は多様 であ る。表2は,事 業
部制組織 の採用程度 セこつい ての集計結果 で ある。
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表1回 収 状 況.
食 料 品
繊 維 製 品
パ ル プ ・紙
化 学
医 薬'品
石 油 ・石 炭 製 品




金 属 製 品
機 械
電 気 機 器
輸 送 川 機 器
精 密 機 器
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この集計結果 をみ ると,「事 業部制組織 は まった く採 用 していない」のは30.4%で,残 りの
約70%の 企業は多少 と も事業 部制組織を採 用 してい る。 そ して,44.0%の企業は事業部制組
織 が主であ り,「事 業部制組織 と職能 別組織 が同 じ程度」 まで含め る と,50.4%とな る。 した
が って,全 体 と しては,事 業部制の普及がみ て とれ る。
また,こ の結果 は,神 戸大学管理会計研究会 が調査 した結果 とほ とん ど一致 してい る。 同研
究会 に よる と 【神戸大学管理会同'研究会(1988)・72ページ1・同研究会が実施 した実態 調査の
国管会社の組 織形態は,事 業部制組織が67。6%,職能別組織 が32,4%であった とい う。 今回
の調査の結 果 も 「部分的」 以上の採用企業が66.4%であった。
本稿 において報告す る事 業部制会計は,回 答会社250祉の うち 「事 業部制組織は まった く採
用 していない」 と回答 した76祉を除 く174:祉であ る。
3.事業部業績の測定 ～ 資本利益率対残余利益一
事業部が プ ロフ ィッ ト.セ ンタ_で あれイ ンベス トメン ト・セ ンタ ーであれ,事 業部 に投下
され てい る資金 の収益性 の把握1ま不可欠であ る。 「経 済的 な効率 をあ らわす には,ア ウ トプ ッ
トと しての利益だけを考 えるのは妥当 でな く,イ ンプ ッ トと しての投 下資木に対す るア ウ トプ
ッ1・と して の利益 の割合 を問題 とす べ き」[小林(1979),291ペー ジ1であ るか らであ り,昭 和
35年に発表 された 通商産業省産業合理化審議会答 申 「事 業都制 に よる利益管理」 にお いて も,
資木利益率 が事業部業績 の評kiliに最 も適切であ ると してい る 【通産省(1965),76ページ1。ま
して事業部 がイ ンベ ス トメ ン ト・セ ンターであ る場 合には,事 業部長 の業績 の評価に も資 本利





















か を調査 してみた。 その結果 は表3の 通 りである。
これをみ ると,:重視派が41.9%,軽視派 が54.0%である。 予想 され たほ どには資 本禾ll益率
は重視 されて いない といえ よ う。 しか しこの結果 は,中 橋 に よる調査結果 と一貫 した もの とな
っている。 中橋 に よると,わ が国 では利益業績 の評価基 準 と して利益額 が用 いられ ることが多
くの
く,資 本利益率 は少 ない とい う1中 橋(1981),73-74ペー ジ】。中橋 は,こ の点 について,わ
が国 の企業が資本 の収益 性を厳 密 に測定 しよ うと していないのではないか,と して調査 の必 要
性 を指 摘 してい る 国・1橋(1981),74ペー ジ1。
資 本利益率 につ いては,・リース とクール が短所 を二つ挙 げているfReece&Cool(1978),
PP.29-30】。 その第 … は,た とえぽ資本利益率 が25%の イ ンベス トメン ト・セ ンターでは20%
の資産 を除去す るこ とに よ り資本利益率 を向上 させ られ るが,も しその資 本 コス トが20%よ
り低いな らば利益を 喪失す ることにな:るので あ り,イ ンベ湘 ・メン ト・,センターでの資本利益
率 を向上 させ る決定が利益 を減少 させて しま うll∫能性があ る とい うこ とであ る。 第二 は,イ ン
ベ ス トメ ン ト・セ ンターの資 木利益率 よ りも低 い資 本利益率 の投資は,資 本 コス トよ り高けれ
ば経済的 には正 しいに もかか わ らず、・その イ ンベス トメ ソ1・・セ ンタ'一の資木利益率 を低め る
がゆえ に採用 されな い ことであ る。
資本利益率の 欠点 を克服す る もの と して,残 余利益が考 え られ てい る。残余利益 は,利 益か
ら使用資本 の資本 コス ト相当額 を差 し引 いて 得 られ るものであ る。 この残余利益 を使 用す ると,
資本 コス トを.L回る資 本利益率 の投資案 は事 業部残 余利益 を高め るので,資 木利益 率の よ うな
短所 はな くな ることにな る[谷(1979),44ページ1。それで は,企:業では残 余利益を どの よ う
に認識 してい るのであろ うか。 表4は,残 余 利益の重視度 を示 した ものであ る。
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派が多 く,し か も 「重視 して いない」 と 「まった く重視 していない」 の割合が大 き くな って い
る。資本利 益率 に問題があ る として主張 され る残 余利益 であ るが,資 本利益率 ほ どにはその重
ゆ
要性 が認識 されていないのであ る。
それでは訟 噸 本利益率唖 撒 餌まう結 いので妨 う翠.推測さ泌 のは,麟 利益
概念 が実務 において定着 して いない とい うことであ る。 資本利益率 は,イ ンプ ッ トとア ウ トプ
ッ トに よって業績 を測定す るとい う明快性 を もってお り,理 論的 にそれ よ りも残 余利益 のほ う
が優れてい る とい う主張 は,広 範 には理解 され がたい と思われ るのであ る。
わが国で は,残 余利益概念 を適用 した仕組み として社内金利制度が導入 されてい る。 これ は,
事綿 の使用資本に椋 己の社 内金利を課 し,事 業部の不勝 か らそれ を差 し引 いた金撫 こよ 噂
業部業績 を測定 しよ うとす る制度であ る[谷(1987b),140ペー ジ]。したが って,残 余利益概
念 に類似 した とい うよ りも,同 じ考 え方 の枠 内にあ るもの と して理解 したほ うが 良いだ ろ う。
そ して さらに,社1腕 利{}鍍を発展 させた もの と して1谷(1987b),140一・一ジ],藤 棚 、1
に社内資本金 を設定 し,そ れ ぞれ の事 業部にたい して独立の企業で あ るか の よ うな行動 を要 求
す る制度が考 え出されて い る。 これが社 内資本金制度 といわれ て いる もの であ る。小川 による
と・ 社 内 資 斡 　鍍 に をよつ ぎの よ うな 利 点 が あ る とい う[・」・川(19.69),3・ペ 一 身 。
a、.独立採 算性への 自覚を うなが す
b.金 不順慧話談を}高め る
C.企 業:全体の管理効果 を高め る'
d.各 事業 部の業績 が客観1`i勺に把握で きる
e.・各事業部の業績 を相互 に比 較で きる
f.各事業部の資金効率を高め る
9.事 業部 と他企業 との比較が 可能 とな る
わが国 におけ る社 内金利制度 と社 内資 本金制度 の採用状 況につ いて は,谷 に よる調査が ある。
それ に よると・社 内金利制度 は68%,社 内資 本金制度 は26%の 企業 で採用 されて い るとい う
[谷(1987a),142ペー ジ]。また,サ ンプル数が少 ない中橋 の調 査に よって も,88%の 企業 が
資本利子を各事 業部に配 賦 して いる とい う[中 橋(1981),63ページ1。社 内金 利制度 につ いて
は残余利益か ら推測す る ことが 可能 であるの で,こ こでは社 内資木金制度 につ いて取 り上げ る。
社 内資本金制度 の重視度 を調査 した結果 は,表5の 通 りであ る。
表5を み る と・重視派が27・6%,軽視派 が67.2%であ り,残 余利益 の重 視度 とまった く同
じであ る・ それ ぞれ の程度 の割合 も大差 はない。社 内金利制度 と社内資本金制度 の採 用度につ
いて の谷に よる調査カミら判断す ると,軽 視灘が もっ と多 くて も不 思議 ではない。 もっとも,社





















.以」'の結果 をま とめ ると・事 業牒 績 の測定尺度 として避 当とされ る資本利益率 は謝{論 ほ
どには重視 され ていないが,資 本利益 率 よ りも理論的 に洗練 され て いる と思われ る残 余利益や
社内資本金制度は,資 本利益率 よ りももっと重 視度 が低い,と い うことにな る。
注 .(1)ただ し,中 橋 が少 な い と して い るの は リース と クー ル の調 査 結 果 と比 較 して の こ とで あ る。 リー










この結果 に よると,残 余利益 との併用 を含めて資本利益率は90%を越える利 川度 を示 している。
しか し,対 蜘 まイ ンベス トメ ン ト・セ ンターで あるか ら,当 然 の結果 といえる。 したが って,わ が
国で資本利益率の利用度が低いのは,:事業部が イ ンベ ス トメン ト・セ ンターではないか らか もしれ
ない。 もちろん事業 部が プロフィッ ト・セ ンターであ って も,本 文で述 べた ように,資 本利益率に
よって業績 を把握する意義は存在 してい る。
(2)注①で示 した りース とクールに よる資本利益率 と残余利 益の利用度の調査結封ミをみて も,残 余利
益 の利川度は低い。それに よる と,残 余利益のみが2%,そ のOffT-1が28%で,合計 して も30%で
あ り,資 本利益率の利 用度に比べて残余利益の利用度は低い といえる。質澗の仕方は異なるが,日
本の企業を対象 とした本調査で も,資 本利益率に比べ て残余利益 が軽視 され ている とい う傾向は同
じであった。'
(3)リースとクールは,実 務において資木利益率が支持 され ている理 由を二つ挙げ てい る[Reece&
Cool(1978),p.30&34]。第一一は,企 業外部者が,資 本利益率 に よって,企 業全体 の業績を測定
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するの と一貫 した方法 で,イ ンベス トメン ト・セ ンタ…の業績 を測定で きるとい うことである。第
二は,当 該 イ ンベス トメン ト・セ ンターゐ資本利益率 と資本 コス トの問の資本利益率の投資 につい
て,資 本利益率に よって評価す る と誤 った結果 になるとい うことが強調 されす ぎ,わ れわれがそ も
そ も資本利益率を過小評lllliしているか らである とい う。
しか し,前 者 は企業外部者 の問題であ るか ら企業内部での業績測定 とは関係ない。後者は,わ れ
われ が一種 の錯覚を しているにす ぎない と言 っているのであ るが,注(1)で示 した通 り資本利益率が
90%に達 していることは広範 に支持 され ているとい ってよいであろ う。
(4)ただ し,西 澤は,社 内資本金制度に利 点カミある として も,「社 内資本金の意義が不 明確で その箆
定基 準 も客観性が乏 しく,メ リ艶 トよ りデメ リッ トの方が大 きい」 として,「資金 コス トを 導 入 し
た社 内金利制度」を提 唱す る[西 澤(1970),98ページ1
4・事業部 自体の業績と事業部長の業績の評価
事 業部の 業績 は,事 業 部 自体 の業績 と事業部長 の業績 とに分け て考 える ことが必要 であ る。
それ は,'事業 部 自体の業績 が 「投資の対象 と しての事:業部の業績 を測定す る必 要」[岡本(1990),
666一く一一ジ1か ら生 じ硝 効 であ るのに視 て・.藤 織 の雑 と・・う 裁 方e」・・ 陳 業部
長の業績 は,彼 に与え られ た権 限 と責任 に関 して 直接的 に行われ るべ き」[小 林(1979),286
ペ ージ】 であ るか らである。 そ して,前 者'にとって の会計上の本旨導概 念が 「その事業 部にたい
す る追跡 可能性」 であ るのに対 して,後 者のそれ は 「事業部長 セことっての管理 可能性」 であ る
【岡本(1990),665-666ページ1。 、
それ では,そ れぞれ の業績 を反映す る事業部利益 は どの ような ものであ ろ うか。一般 につ ぎ
ロケ




限 界 利 益
一)管 理 可 能 固 定 費
管 理 可 能 利 益
一)管 理 不 能 固 定 費
貢 献 差 益
一)本 社費 ・共通費配賦額
純 利 益
出所;谷(1987b),135ペ ージ(一 ・部分 省 略)
事 業部長 の業績 は管理 可能利益で測定 され る。 これ は,こli::業部長に とって管 理可能な固定蛮
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を限界利益 か ら控除 した ものであ り,一般 に,事 業部長の業績 の尺度 と して適 当であ るとされ
て いる。 また,事 業 部 自体 の業績 は,貢 献差 益に よ り測定す ることが適当 であ るとされて いる。
貢献差益 は,事 業部の収益 か らその事業部 に跡 づけ ることので き るすべ ての費用を控 除 した も
のである。
それ では,事 業部 自体の業績評価 のため に,実 務 では どの よ うな尺度 が採 用 され てい るので
あろ うか。 それ についての調査結果 は,表 ・7に示す通 りであ る。 業績 評価尺度 と して は,イ ン
ベ ス トメン ト・セ ンター としての事業 部 とい う考 え方 か ら,ま ず資本利益率 と残 余利益 が考 え
られ る。 また,う えの4種 類 の利益概念 も候 補 にな る。 さらに,中 橋[(1981),56ページ]べ・
神戸大学 管理会計研究会 【(1988),76ページ】 の研究 を参考 に して,売 上高,売 上高利益 率,
市場 占有率 も調査項 目に含め た。
表7事 業部自体の業績評価のための会計データ(複数回答:可)





貢 献差益(管 理可能利益 一管理不能事業部1避走費)




















表7を み ると,ま ず,資 本利益率,残 余利益,貢 献差益 の比率 の低 い こ とが注 目され る。 こ
れ らは事業 部 自体 の業績評 価尺度 と して適 切 と考 え られ る もの で,高 率が予想 されたか らであ
ゆ
る。貢 献差益 で も全体 の三分の一・,資本利益率 と残余利益 にいたっては1割 程度 で しか ない。
この事1実が何を意味す るか は不 明であ る。
これに対 して高 い比 率を示 してい るのは,売 上高,純 利益,売 上高利益率,限 界利益 であ る。
これか ら示唆 され るのは,事 業部 自体の業績 におけ る販売志 向 であ る,、販売 を志 向 してい るが
ゆ えに,売 上 高お よびそれ と容易に結びつ く売・上高 利益 率や限界利益 が:重視 されて いる といえ
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くゆ
る。 また純 利益については,.企:業全体にた いす る利益貢献度 の観点が重視 され てい る と考 え ら
れ るであろ う。 結局,事 業部 自体の業績を厳密 に測定す 為とい うよ りも,販 売を志 向す る活動
の成 果を測定 し,事 業部の食献を明 らかに しょ うとしてい ると思われ るのであ る。
それ では,事 業部長 の業績 につ いては どの よ うな尺度 が川い られ てい るの であろ うか。 うえ
で述べた ように,事 業 部長の業績 にた い して は事業 部 自体 の業績 の1重{腱の場 合 とは異な る尺度






























まず,資 本利益 率,残 余利益,貢 献差益 の比率 は,い ずれ もせいぜ い数%で はあ るが,事 業
部自体 の業績 の場 合 と比 べて・低 くな って いる。 これ につ いては,二 つの解釈 が可能であろ う。
その第一は,も し事業部がイ ンベ ス トメ ン ト・セ ンターで あ る企 業が多けれ ば資 本利益率 と残
余利益が広 く用い られ るであろ うが,プ ロフ ィッ ト・セ ンターであ る企業が 多いので低 くな っ
て いるとい う解釈で ある。 第二の解釈は,数%の 違 いで しか ないので,こ れ らの尺度を用 いて
い る企 業の多 くは,事 業部 自体 の業績 と事 業部長の業績 とを あま り区別 して いないのではない
か とい うこ とであ る。 利用度 の高い尺度 をみてみ ると,こ の第 二の解験のほ うが正 しい よ うに
思われ る。
では,事 業部長 の業績 を測定す るために適 当 とされてい る管理 可能 利益の利用度 は,ど うで
あろ うか。表7の 数値 と比較 してみ ると,こ れ も10%ほ ど低 くな6て いる。 管理可能利益が
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あま り重視 されていな い とい うことは,神 戸大学管理会計研究会 の調査 において も明 らか にさ
れ てお り 【神戸大学 管理会計研究会(1988),76ページ1,その原因の解 明が必要 であろ う。 と
くに,事 業部 自体の業績 評価の場 合に比べて利 用度 が三分の二 になって しま うのは不思議で あ
る。増 えて当然なのであ るか ら,こ の点 につ いて も究 明す る必要があ る。
事 業部長の業績評 価のために広 く使 用されて い る尺度は,・売上高,純 利益,売 上高 利益 率で
あ るこ しか し,い ずれ も事 業部自体 の業績評価 のために用い られて いる尺度であ り,し かもす
べて8～10%ほ ど利 用度 が低 くなってい る。 この結果をみ ると,実 務においては,專 業部 自体
の業績 と事業部長の業績 とがあ ま り厳 密 に区別 され ずに測 定 され てい るのではないか と考 え ら
くの
れ る。 もしそ うだ とすれ ば,そ れ は どの ような事情,理 由に よるのであろ うか。
事業 部 自体 の業績評{川りく度 と比べ て著・しく違 いがあ るのが,限 界 利益 の利用度 であ る。・事業
部長 の業績評価 のた めの利用度 は,'事業部 自体 のそれ と比べ ると約20%も 低 い。 なぜ この よ
うに大 きな違 いが あるのか は分か らない。 いずれ に して も,事 業部 自体 の業績評価 と事 業部長
の業績評価 との問で の尺度の異同 につ いて,い っそう詳細 な調査 が必 要である。
今回の調査 では,上 述 のよ うな業績評価尺 度以外 に利用 され てい る尺度 にり いて も調査 した。
表9は,そ れ についての結果 を示 した ものであ る。 取 り上 げた尺度 は,通 商産 業省産業合 理化
審 議会容 申 「事業部制 に よる利益管理」 のなかで会 計数学 以外 の評 価基 準の例 として挙 げ られ
くの
てい るものであ る 「通2i2省(1965),78ぺLジ]。なお,こ れ についての質問文のなか で,事 業
部 自体の業績か事 業部長 のそれかは問わ ない と述べ て'いる。 内容的 には主 として事業部長の業
績が問題 にされて いるのであ り,そ うした区別にはあま り意味 がない と考 えたか らであ る。
表9会 計データ付外で事業部業績の評価のさいに考慮する点(複 数回答可)
業 績 評 価 尺 度
111場におけ る地 偉の向上
新技術開発の先駆的役割
将来のため の技 術担 当お よび管理担 当の人材の義成
労働 関係の良化
パブ リック ・リレーシ ョγズの良化
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この結 果をみ ると,ま ず第… に,6項 目の うち 「労働 関係の良化」 と 「パ ブ リック ・リレー
シ ョンズの良化」 がほ とん ど利用 され ていない こ とが注 目され る。 この二つ の項 目につ いて は,
近藤 の調査 を参 考にす ることがで きる。 近藤 の調 査で は,会 計 データを除 くと,事 業部長 の業
績評価 に用 い る尺度 の ロン トローラーか らの重要度 は,「 従業 員の満足」 が市場 占'有率,新 製
品 の開 発,従 業員の訓練 の後の第4位 であ り,そ の後 に仕事へ の努 力,「地域社会 との関係」
が続 いてい る 【近藤(1987),79ページ】。 また,中 橋の調査 では,利 益 以外 の事業 部業績 の評
価基準 と して,「 良好な得意先関 係の維持」 「社会的責 任」 がいずれ も28%の企 業で採用 され
てお り,ま た 「労働 関係 の良化」 に類似す る と考 え られ る 「従 業員のモ ーテ ィベ ーシ ョン」 は
17%であった1中 橋(1981),57ぺ'ジ1。これ ら二つの調査結果か ら判断す ると,「労働関係
の良化」 と 「パ ブ リック ・リ'レー シ ョンズの良化」 の利用度が低 いの は当然の結 果か も しれな
い。 しか し,そ れ に して も,今 回の調査 の結果 は意外 なほ ど低い といえ よ う。
その他 の4項 目を比率の高い順 に並べ る と,「市場 におけ る地 位の 向上」「長期1,1標と短期 「1
櫟 との均衡 に向か っての努力」 「新技術開発 の先駆的役割」「将来のため の技術担 当お よび管理
担 当の人材の養 成」 とな る。 この順 番は,「 長期 目標 と短期 目標 との均衡 に向か って の努 力」
を除 き,近 藤 の調査結果 と同 じであ る。 ただ し,近 藤 の調査 では 「長期 目標 と短期 目標 との均
衡 に向か って の努 力」 は取 り上げ られていな いので,実 質的 にま った く同 じであ る。 また中橋
の調査 では,市 場 占拠率 が50%,新 製品開発率が39%,人 材 育成が17%で あ り,中橋 の調 査
で も 「長期 目標 と短期 目標 との均衡 に向か っての努力」 が取 り上げ られ ていないので,今 回の
調査 とは傾 向が類 似 してい る[中 橋(1981),57ページ1。
結 局,会 計 データ以外で事業部業績 の評価 のため に採 用 されて い る尺度 につ いての 今回の調
査 の結:果は,近 藤や 中橋 の調査結果 と一一致 して いる といえる。 しか し,そ れ ら二つの調査 では
「長 期 目標 と短期 目標 との均衡 に向か っての努力」 が取 り上げ られ ていないので,そ の利用度
が高 い こ とを明 らかに した ことは,今 回 の調査 の もつ 一つの意義 と考 え られ る。
最後 に,事 業部 自体の業績 と事 業部長 の業績 とを評 価す るさいに採 用 されてい る尺度 につ い
て ま とめてお こ う。 調査結果 をみ ると,事 業部 自体 の業績 と事業部長の業績 との利 用傾 向に大
きな違 いはな く,両 者は,実 際にはあ ま り厳 密に区別 して考 え られていな いのではないか と思
われ る。 また,事 業部 自体の 業績 の評 価iのための尺度 につ いて は,厳 密に業績を測定 しよう と
してい る よ うに はみえ ない。
注(1)こ こにおけ る4種 類の利益概念は,通 商産業 省産業 合理化蕃議 会答 申 「事業部制に よる利益 管
理」 において示 されている 【通産省(1965),77-78ページ]。ただ し名称は,限 界利 益が売上差益,
貢 献差益が事業部利益 とな っている。 また,売 上 差益は予算編成上の指針,木 部 の経営…者に よる統
制 の指針,管 理 可能利益は事業部 自体 の短期業績 の基準,事 業部利 益は事業部i三i体の総合業績の基
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準,純 利益は企業全で本の利益にたいす る貢献の尺度 であ るとされている。
(2}サンプル数ク)少ない中橋 の調査 では,使 用総資本利 益率を使用 している企業 の割合が28%で あ
った 【中橋(1981),56ペ 一ー]。 た だ し,そ の 他の 項[1は,利 益 額,売 上高 成 長 率,利 益1∈牒 の達
成率であった.
(3)谷に よる と,事 業部 の純利益に よる事業部長の業績評価は管理 可能性か ら導かれているのではな
く,「わが 国お よびア メ リカの実務 をみ るか ぎ り,事 業部純利益に よる業績測定が む しろ一般 的で
あ る。1とい う[谷(1987b),56ページ】。
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また,近 藤の調 査に よる と,事 業部長の業績評1画のために コン トV]一ラーが どの ような測定尺度
を.重視 しているか とい うと,第1位 が利益 の増加,第2位 が予算の達成,第3位 が市場 占有率で,
以下新製品の開発,原 価管理,従 業員の訓練,従 業員 の満足,仕 事への努 力,地 域社会 との関 係の
順 であ った[近 藤(1987),79ベージ1。
(5)リース とクールに よると,イ γベス トメγ1・・セ ンターの管理者は,か れ らの 上司が 自分 の 業
績を評価す るときに,経 済的業績 と管理 上の 業績 とを 明確には 区別 していない と 感 じているとい
うIReece&Cool(1978),p.46】。
(6)アメ リカのGE社 では多元的な企業 目標 を設定 してお り,そ れ らは(1)収益性,(2)市場 における地
位,(3)生産性,(4)プμダ ク トのリーダー シップ,(6)人材の養成,(6)従業員の態度,(7>社会的責任,
(8>短期1]標と長期i、1標との均衡であ るとい う[岡本(1990),690ページ]。これ らの うち(1)収益性
と(3)生産性を除 く6項 目は,今 回の六つの調査項 目と対応 している といえ る。
5・ 本社費 ・共通費 の配賦
貢献差益か ら本社費 ・共通費 の事業 部配賦額 を控除す ると事 業部の純利益 が算 出され る。 そ
して も しすべ ての本社費 ・共通費 が個 々の事業 宵:llに配賦 され るな ら軌頁,その場 合には事 業部の
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純利益 は当該事業 部が企業全体 の利益にたい して どの程度 貢献 してい るかを示 してお り,事 業
部純 利益 を合計す ると企業全体 の利益 にな るとい う関係が成立す る。
しか しなが ら,必 ず しもすべての本社費 ・共通費 が配賦 され るわ けではない。神戸 大学管理
会計研究会の調査 に よる と,事 業部制採用企 業215社の うち,85,1%の183社が本社費 ・共通
費を事業 部に配賦 している とい う 【神戸大学管理会計研究 会(1986),42ページ1。また中橋 の
調査に よる と,本 社 スタ ッフ部門費 を事業部 に配賦す る企 業の割合は92%であ るとい う 【中橋
(1981),62ページ1。 そ こで本 調査 においては,配 賦 して いるか どうかだけを取 り上げ るのは
くり
あま り意味 がない と思われ るの で,:本社費 ・共 通費 の配賦 の程度を調査す るこ とに した。 その
集計結果 は,表10に 示す 通 りであ る。
表10本 社費 ・共通費の配賦の程度




配賦する ものと配賦 しない もの とが 同 じ位であ る
配賦 しないプ了が多・い
ほ とんど配賦 しない













この集 計結果 に よると,「全額 を配賦す る」 か ら 「配賦 しない方が 多い」 まで で86.8%であ
り,神 戸 大学管理会計研ゴピ会の調査 の結果 と一一致 してい る。 しか も 「全 額を配賦す る」 と 「ほ
とん ど配賦す る」 だけ で67.8%であ り,事 業部制採用企業 の三分のこ は ほ とん どの本社費 ・
共通費 を事業部 に配賦 してい るのであ る。言 い換え る と,事 業部制 を採 用 してい る企業 の三分
の二 に とって は,事 業 部の純利益が全社利益 にたいす る貢献額を示 してい るこ とにな ってい る
のであ る。純利益が,事 業部 自体 の業績評価の ため には64.9%の企業 で使用 され,事 業部長
の業績評 価のため には54.0%の企業で使用 され ていた ことも 考 慮す ると,事 業部純 利益の重
要性を多 くの企業が認識 してい る と判断 され る。
多 くの企業が本社費 ・共通費 を事業部に酬 賦してい る ことが明らか になった ので,そ の配賦
理 由について考 えてみ ることにす る。 フ レムゲ ソと リャオは,業 績評 価 目的のため に本社費 ・
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ての
共通費 を配賦す る理 由 と配賦 しない理 由につ いて調査 して い る[小 林(1986),8-9ページ】。
そこで,今 回の調査 にお いて も,か れ らによる配賦す る理 由 と配賦 しな い理 由 とを参 考に して,
ゆ
表11と 表12に示 されて いるよ うな項 昌を作成 した。 なお,神 戸 大学管理会 計了Vf究会 の調査に
よる と,本 社費 ・共通費 を事業部に配賦 して いる理由を述べ た企業の少 な くとも7割 以上,解
釈の仕方 では9割 以上が,そ の理由を業績 評価 日的 と してい る との こ とであ る1小 林 ・(1986),
ω
10ページ1。
それで は,配 賦す る理 由についてみてみ よ う。 その調 査結果 は表11に 示す 通 りであ る。
表11本 社費 ・共通費を配賦する理由(複数回答可)























こ こで割合の高 いの は,「 間接費 の存在並 びに その回収を事業部管理者 に認識 させ るため」
「事業 部の真の利益 は本社費 ・共通費を控除 した額であ る と 考え られ るため」 「事 業部の収益
性を測定す るため」 の三つで あ る。'フレムゲ ンとリャオの調査で も前2者 が それ ぞれ90%と
57%,神戸:大学管理 会計研究会 の 調査で は それぞれ2割 程 度 と3割 程度 であ る とい う[小 林
(1986),10-11ページ】。 「事 業部の収益性 を測定す るため」 とい う項 目は木調査 で入れ た項 目
であ るが,予 想以上に高い比 率 とな った。
「配賦 の方法 が事 業部の利用度 を適切 に反映 してい るため」「木 社費 ・共通費の管理 について
事業部管理者 が本社管Pl堵にたい して圧 力をか け るようにす るため」 「各銀葉 部に たい して本
社費 ・共通費 の不完全な利 用の改善 を奨励す るため」 は,フ レムゲンと リャオの調査 ではそれ
ぞれ65%,46%,24%であ った。!〉回 の調査 では,そ れ らはいずれ も 僅か であ 一,たので,ri
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本 とア メ リカでは違 いがあ るのか も しれない。
小 林 は,神 戸大学 管理 会計研 究会に よる 調査の結果を まとめて,.「事 業部の業績を独立企業
体 の利益指 標に近 い指標 で評 価す るために本社費 ・共通費を配分 してい る会社が多い こと・は少
な くとも明 らか であ る。」1小林(1986),11ページ1と 述べてい る,今 回の配賦理 由について
の調査 につ いて も,こ うしたか たちで ま とめ られ るのではないだろ うか。 またこの解釈 は,純
利益 が事 業部 自体 の業績評価 と事 業部長の業績評価のために多 くの企業 で使用 されていた こと
と一貫 してい る。
最 後に,木 社費 ・共 通費 を配賦 しな い理 由を取 り上げ る。 表12が それ について の 調査結果
であ る。
表12本 社費 ・共通費を配賦しない理由(複数回答可)






















この質:問では特徴 的な こ とは,無 回答 が多かった ことであ る。 すでに述べた ように,事 業部
制採用企業 の三分 の二 はほ とん どの本社費 ・共通費 を事 業部に配賦 してい るのであるか ら,配
賦 しな い理 由を尋ね て も,回 答者 と しては無 回答 にせ ざるをえなか ったのであろ う。神戸大学
管理 会計研究会 の調査 で も配賦 しない理 由を述べ た企業 は少数 であ った[小 林(1986),11.ペ
ージ1。
無 回答が80%近 くに達 して い るので,表12か ら明快 な結論 を導 き出すのは危険 であろ う。
しか しなが ら,う えの調査結:果の傾向は,プ レ'ムゲソと リャオの調査の結果 と類似 して いる。
表12で 分か る よ うに,配 賦 しない理 由 として 相対 的に多いのは 「それ は事業部管理者 に とっ
て管理 不能であ るか ら」 と 「それ につ いて は合理的な配賦方法 が力震いので⊥ の二つであ る。 フ
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レム ゲソと リャオの調査 で も他 に比べて高い比率を示 して いるの も,こ の二 つの項 目なのであ
る[小 林(1986),9ペー ジ】。 ただ,二 つ の項 目の うち 「合:理的 な配賦方法 がないので」 とい
う理 由につ いては,配 賦 しない理 由 として首肯 しうるが,「管理不能 であ るか ら」 とい うの は
理 解 できない。管理可能 な段 階で利益 を計 算 した うえで,そ のつ ぎの段階 で管理不能 な費用 を
配賦 す るな らば,と くに問題 はない と思われ るか らであ る。
それ では,事 業部業績 の評 価におけ る本社費 ・共通費 の配賦の問題 につ いて ま とめ てお こう。
まず 明 らかにな ったのは,.事業部純利益を算 出す るため に,多 くの企業はほ とん どの木社費 ・
共通費 を配賦 してい るとい うこ とで ある。 そ して,そ の配賦理 由は,「事 業部の業績 を独 立企
業体の利益指標 に近 い指標 で評価す るため」[小林(1986),11ページ1で ある とい うこ とであ
る。 配賦 しな い理 由につ いては,無 回答 が多 いので明確に結論 づけ ることは危険 であろ う。
注(1)神 戸大学管理 会計研究会は本社費 ・共題費の各部門ごとの配賦の詳細な方法 と程度について も調
査 してお り,そ の内容は神戸大学管理会計 研究 会(1986)と小林(1986)とにおいて報告されてい
る。今回の調査では全体 としての配賦の程度について質問 して いるので,神 戸大学管珊会計研究会
の調査 よ りも大雑把 である。
(2)Fremgen,J.M.,&S.S.Liao,TheAlloeationofCorψoratekidt:rectCosts,NewYork:
NationalAssociationofAccountants,1981を入手 して参照す べ きであ ったが,そ れがで きな
か った ので,フ レムゲレと リャオに よる調査の説 明については,小 林(1986)にもとづいている。
(3)まず配賦す る理 由についてであるが,フ レムゲンとリャオの項1,1を2点修正 して調査 した。そ の
第一は,フ レムゲ ンと リャオの項 目の うち 「告事業部の総和が全社利益 と等 しくなるよ うに事業部
利益を全社利益に関連づける」 とな ってい るのを,分 か りに くいと思われたので,小 林が別の項 目
としてい る 「事業部 の真の利益 は本社費 ・共通費 を}を鮭除 した額 である と考 えられ るため」を,本 調
査ではあえて同 じ内容 と理解 した ことであ る。 第二は,「 国税 ・地方税を節減する」 とい う項 目を
削除 して,「 事業部 の収益性を測定するため」 としたと とである。 その他は表現を少 し変えただけ
である。 ,
茸た,配 賦 しない鯉 山については,「間接費は個 々の事業部 と関連が ない,・このため,配 分は恣
意的であ って,事 業部 の利益数値を歪める傾 向がある」 となっているのを,「 その本社費 ・共通費
については合琿的な配賦方法がないので」 とした。 そ して,「事業部管理者は配分方 法セこ同意 しな
い」 となっているのを,「 会計的には合理的な配賦 方法だと考え られ るが,事 業部管理者がその本
社費 ・共通費の配賦方法 に反対 してい るか ら」に した。 さらに,「 現在,本 社費 ・共通費の配賦 を
検討 している ところであ る」 を付 け加 えた。他は,表 現上 の微修正である。
(4)他は,価 格設定H的,意 思決定分析Fi的,財務 会計 目的である。
6.む す び
以上において,事 業部制組織 におけ る業績評価 をめ ぐる三つの問題 につ いて取 り、上げ て きた。
簡単 にま とめ ると,今 回の実態調査 の結果はつ ぎの よ うにな るであろ う。
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初 めに取 り上げ られた のは,事 業部業績の測定尺度 の重視度 であった。 そ こでは まず,事 業
部 に投下 され てい る資金の収益性 を測定す るためには資本利益率が適当 とされ て いるが,実 務
では,理 論ほ どには重 視 され ていな いこ とが明 らかにな った。 また,資 本利益率 の欠点 を克服
す る もの と考 え られ てい る残余 利益 は,資 本利益率 よ りももっ と重視度が低か った。 さらに,
残 余 利益概 念の一種 の適用 と考 え られ る社内金利制度 を発展 させた社 内資本金制 度[谷(1987
b),140ペー ジ1の 重視度は,残 余利益 と同 じ程度 であ った。
第2番 目に取 り上げ たのは,事 業 部 自体 の業績 と事 業部長の業績 とを評価す る さいに採用 さ
れ てい る尺度 であった。一一・般 には事 業部 自体 の業績 と事 業部長 の業績 とは区別 して測定すべ き
だ とされ てい るが,調 査結果 をみ る と,両 者 の利用傾 向に大 きな違 い はなか った。両者 は,実
際 にはあ ま り厳 密 に区別 されていな いのではないか と考 え られ た。 また,事 業部 自体の業績 の
評 価のための尺度 につ いてみ ると,厳 密 に業績を測定す る とい うよ りも,販 売 を志 向す る活動
に 目を向け,そ れ につ いての事業部 の貢献度 を明 らか に しょうとしている ようにみ えた。会 計
デ ータ以外で事業 部業績の評価のた めに採用 されて い る 尺度 につ いて は,「長期 目標 と短期 目
標 との均 衡 に向か っての努力」 が重視 されて いるこ とを明 らか に した ことが木 調査の意義 とさ
れた。
最後 に取 り上 げたのは,事 業部業績の評価におけ る本社費 ・共通費 の配賦 の役 割で あった。
まず,本 社費 ・共通 費 を配賦す る程度を調べてみた結果,事 業 部純 利益 を算 出す るため に,多
くの企業 はほ とん どの木社費 ・共 通費を配 賦 してい る とい うこ とが明 らか にな った。 そ こで,
事 業部 業績 の評 価のためにそれ を配賦す る理 由をみてみ る と,そ れ は,当 該 の事 業部が会社全
体の利益 にたい して どの程度 貢献 してい るかを明 らかにす るため,言 い換 える と 「事 業部の業
績 を独立企業体 の利益指標 に近 い指標 で評価す るため」[小林(1986),11ページ1で あ るとい
うこ とになった。 また,配 賦 しない理 由については,無 回答 が80%近 くに達 し,明 快 に結 論
づけ ることは危険 であろ うし,実 際 にあ ま り説 得力のあ る理 由は発 見で きなか った。
以上 においてみて きた ように,今 回の実態調 査に よ りい くつかの重要 な発見が な され た。 今
回の実態調査は通説 と実務 との 閲の乖離 を認識す る ことに重点 がおかれ た ものであ ったが,そ
の 日的は ある程 度達成 された と思われ る。
しか しなが ら,本 稿 での分析は幼 稚な記述統計値 に もとづ いて行われ たにす ぎな い。 こうし
た レベル に とどまるか ぎ り,事 業部業績 の評価 のための会計 につ いての分 析は不充 分な もの と
な らざるをえな い。 た とえば,企 業は…定 の条件の もとに どの ような会計 を行 うのか,そ れ は
企業 業績 とどの ように結 びつ いて い るのか とい うよ うな分析 は,不 可能 であ る。 そ こで,経 営
学 におけ るFソ テ ィンジ ェソシー理 論の考 え方を導入 して,た とえばつ ぎの ような リサ ーチ ・
デザ イ ンの もとに,経 営環境や組織構造 と企業業績を介存す る もの として管理会 計 システムを
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経営環 境. → 組織構造 →
管理会計
シ ス テ ム
→ 企業業績
位 置づけ,そ れ らの相 関関係,因 果関係を解 明す るこ とも必 要であろ う。[谷(1987a)]の研究
はそ うした方 向での きわめ て価値あ る業績 であ り,木 研究 もその方 向へ の出 発点 とされ なけれ
ば ならない。
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